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は じ め に 

 

 本県８月の有効求人倍率は１．２０倍で前月より０．０６ポイント低下し、全国平

均は１．０４倍と、新型コロナウイルスの感染拡大以降、雇用情勢は全国的に悪化の

傾向が続いています。 

 こうした情勢下で、女性や高齢者を中心とする労働参加の拡大や労働生産性の向上

が課題となっており、一億総活躍社会の実現に向けて働き方改革関連法が平成３１年

４月１日より順次施行され、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形

態にかかわらない公正な待遇の確保等、働きやすい社会の確立に係る対応が求められ

ています。 

この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、労働対策の樹立及び適正

な労務指針の策定に資することを目的に、昭和３９年より全国一斉に実施しているも

のです。本年も例年どおり７月１日を調査時点として鳥取県下６００事業所を規模別、

業種別に任意抽出し、郵送調査により実施しました。 

 調査内容は、従来から実施しております経営状況、労働時間、新規学卒者の採用及

び賃金改定などに加え、本年は新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する事項、高

年齢者雇用の状況に関しても調査しました。 

 この報告書が、本県中小企業の労働事情の実態を把握するうえで、各方面のご参考

になり、かつ中小企業における労働問題の議論を深めるための資料として広く活用さ

れ、中小企業の発展にいささかでも寄与できれば幸いです。 

 最後に、この調査の実施にあたりご協力いただきました各事業所に対して、深く感

謝の意を表す次第です。 

 

 令和２年１１月 

 

                        鳥取県中小企業団体中央会 

                        会 長  谷 口 譲 二 
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調査結果の概要 

 

※本年調査（令和 2年 7月 1日時点）、前年調査（令和元年 7月 1日時点） 

 Ⅰ．新型コロナウイルス感染拡大による影響に関する事項【新規項目】 ７頁～９頁 

▼経営への影響 

 「売上高の減少」７３．０％、「取引先・顧客からの受注減少」５７．７％、「営業活

動等の縮小」３２．３％の順であった。「売上高の減少」は全国平均６９．９％より、

３．１ポイント高い。 

▼雇用環境の変化 

 「特に変化はない」５２．４％、「労働日数を減らした従業員がいる」２１．７％、「子

の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」１８．８％の順であった。 

▼労働環境の整備 

 「特に整備していない」５５．２％、「その他」１６．２％、「テレワークの導入」１

３．０％の順であった。全国平均と比べて、「時差出勤の導入」７．１％は６．２ポイ

ント（同１３．３％）、「時短勤務の導入」１２．７％は５．４ポイント（同１８．１％）

低い。 

▼活用（申請）した助成金 

 「活用していない」４６．３％、「雇用調整助成金」３０．９％、「持続化給付金」３

０．５％の順であった。 

 

 Ⅱ．経営に関する事項                      ９頁～１２頁 

▼経営状況 

 「良い」６．６％、「変わらない」２９．８％、「悪い」６３．６％。前年調査と比べ、

「良い」は１１．３ポイント（前年調査１７．９％）減、「悪い」は３０．９ポイント

（同３２．７％）増。 

▼主要事業の今後の方針 

 「現状維持」６３．３％、「強化拡大」２８．２％、「縮小・廃止」６．９％。前年調

査と比べ、「現状維持」（前年調査６０．５％）は２．８ポイント増、「強化拡大」（同

３２．５％）は４．３ポイント減。 

▼経営上の障害 

 「販売不振・受注の減少」５７．２％、「人材不足（質の不足）」３９．９％、「同業他

社との競争激化」２７．２％の順であった。前年調査と比べ、「販売不振・受注の減少」

（前年調査３７．０％）は２０．２ポイント増、「労働力不足（量の不足)」（同３６．

１％）は１６．６ポイント、「原材料・仕入品の高騰」（同３０．２％）は１５．８ポ

イント減。 

▼経営上の強み 

 「顧客への納品・サービスの速さ」２８．５％、「製品の品質・精度の高さ」２６．８％、

「製品・サービスの独自性」、「技術力・製品開発力」が同率で２１．１％の順であっ

た。 
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 Ⅲ．労働時間に関する事項                 １２頁～１４頁 

▼週所定労働時間 

 「４０時間」４４．１％、「３８時間超４０時間未満」３５．３％、「３８時間以下」

１４．７％の順であった。４０時間以下は全体の９４．１％で、全国平均９１．６％

よりも２．５ポイント高い。 

▼残業時間の有無 

 「残業あり」７０．２％、前年調査７６．１％より５．９ポイント減。 

▼月平均残業時間 

 ９．０８時間、前年調査１１．１０時間より２．０２時間減。 

▼年次有給休暇平均付与日数 

 １５．８２日、全国平均１５．５３日より０．２９日多い。 

▼年次有給休暇平均取得日数 

 ８．４５日、全国平均８．５３日より０．０８日少ない。 

▼年次有給休暇平均取得率 

 ５５．９８％、全国平均５８．０５％より２．０７ポイント低い。 

 

 Ⅳ．雇用に関する事項                   １４頁～２０頁 

▼雇用形態 

 「正社員」７２．６％、「パートタイマー」１５．６％、「嘱託・契約社員、その他」１

０．１％、「派遣」１．７％。「正社員」は前年調査７３．９％より１．３ポイント減。 

▼常用労働者数 

 常用労働者数１０，９３６人、１事業所当たりの平均常用労働者数３３．８人。 

▼女性常用労働者比率 

 「５０～７０％未満」２０．４％、「１０～２０％未満」１８．５%、「３０～５０％未

満」１８．２％の順であった。 

▼パートタイム労働者比率 

 パートタイム労働者を雇用している事業所は５５．６％、１事業所当たりの平均パー

トタイム労働者数は１３．４５人。 

▼新規学卒者の採用充足率 

 採用者数１３７人で「高校卒」が全体の７０．８％、充足率は「高校卒」の「事務系」

で低く、特に「製造業」の「高校卒」「事務系」で６８．８％と最も低い。 

▼新規学卒者の採用計画 

 「ある」２５．０％、「ない」５５．４％。前年調査と比べ、「ある」（前年調査３１．

６％）６．６ポイント減、「ない」（同５０．２％）５．２ポイント増。 

▼採用予定人数 

「高校卒」２．３２人、「大学卒」１．７９人、「短大卒（含高専）」１．３３人、「専門

学校卒」１．２５人。 
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高年齢者の雇用【新規項目】 

▼６０歳以上の高年齢者の雇用状況 

 「雇用している」８０．２％（「雇用していない」１９．８％）、全国平均８０．５％

より０．３ポイント低い。 

▼高年齢者雇用確保措置で講じた内容 

 「再雇用など継続雇用制度の導入」６７．９％、「定年の６５歳以上引上げ」２５．０％、

「定年の定めを廃止」７．１％の順であった。 

▼高年齢者の労働条件の変化 

 項目別にみると、「賃金」は「個人による」４４．１％、「役職」は「変わらない」４

２．６％、「仕事の内容」は「変わらない」５９．１％、「１日の労働時間」は「変わ

らない」６６．７％、「週の労働日数」は「変わらない」６３．２％がそれぞれ最も高

い。 

▼高年齢者就業確保措置新設の把握状況 

 「把握している」５２．１％、全国平均５４．４％より２．３ポイント低い。 

▼高年齢者就業確保措置に講じる予定の措置 

 「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」４５．２％、「７０歳までの継続

雇用制度の導入」３２．３％、「努力義務であるので特に措置を講じる必要はない」１

２．３％の順であった。 

 

▼賃金改定の実施状況 

 「引上げた」４３．７％と「７月以降引上げ予定」８．７％の合計は５２．４％、「引

下げた」０．６％、「７月以降引下げ予定」１．０％の合計は１．６％。前年調査と比

べ、「引上げた」、「７月以降引上げ予定」の合計は１０．３ポイント減（前年調査６２．

７％）。「引下げた」、「７月以降引下げ予定」の合計は０．１ポイント（同１．５％）

増。 

▼平均昇給額・昇給率 

 「平均昇給額」は加重平均で３，４１２円、「昇給率」は１．５２％、前年調査と比べ、

「平均昇給額」は１，６５５円減（前年調査５，０６７円）、「昇給率」は０．６９ポ

イント減（同２．２１％）。 

▼賃金改定の内容 

 「定期昇給」６５．６％、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２７．２％、

「ベースアップ」１５．９％の順であった。 

▼賃金改定の決定要素 

「企業の業績」５５．０％「労働力の確保・定着」５１．７％、「世間相場」１９．９％ 

の順であった。 

▼新規学卒者の初任給額 

 「高校卒」の「事務系」で全国平均よりも７，８２３円少ない。 

 Ⅴ．賃金に関する事項                   ２０頁～２３頁  
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令和２年度労働事情実態調査の要領 

 

■目  的 本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労

働対策の樹立並びに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資す

ることを目的とする。 

 

■調査時点 令和２年７月１日 

 

■調査方法 郵送調査 

 

■調査対象 選定は次に掲げる調査産業により任意抽出した。 

◎ 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

◎ 回答事業所数   ３２４事業所（製造業１５４、非製造業１７０） 

◎ 回答率      ５４．０％ 

      ☆調査産業            

製 造 業 非製造業 

食料品製造業、繊維工業、木材・木

製品製造業、印刷・同関連業、窯業・

土石製品製造業、化学工業、金属・

同製品製造業、機械器具製造業、そ

の他の製造業 

情報通信業、運輸業、建設業、

卸売業、小売業、サービス業 

      ☆任意抽出数は、「平成２８年経済センサス－活動調査」の従業員規模 300

人未満の民営事業所（農業、林業、漁業を除く）が 5 万未満の鳥取県に

おいては 600 事業所とし、原則として製造業 55％、非製造業 45％の割

合で調査し、さらに規模別を可能な範囲で次の割合に準拠して調査対象

を選定するものとする。 

製  造  業 非 製 造 業 

規 模 全国比率 本県比率 規 模 全国比率 本県比率 

１～９人 20％ 20％ １～９人 30％ 25％ 

１０～２９人 35％ 35％ １０～２９人 40％ 40％ 

３０～９９人 35％ 30％ ３０人以上 30％ 35％ 

１００～３００人 10％ 15％  

 

■調査内容 調査内容の大要は次のとおりとする。 

      １．新型コロナウイルス感染拡大による影響に関する事項 

      ２．経営に関する事項 

      ３．労働時間に関する事項 

４．雇用に関する事項 

５．賃金に関する事項 



■令和２年度回答事業所の従業員数（男女別・雇用形態別構成比）

（人） 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

7,117 4,575 8,489 6,001 2,488 1,825 432 1,393 199 79 120 1,179 605 574

60.9% 39.1% 72.6% 84.3% 54.4% 15.6% 6.1% 30.4% 1.7% 1.1% 2.6% 10.1% 8.5% 12.5%

3,302 2,522 4,414 2,896 1,518 686 125 561 154 60 94 570 221 349

56.7% 43.3% 75.8% 87.7% 60.2% 11.8% 3.8% 22.2% 2.6% 1.8% 3.7% 9.8% 6.7% 13.8%

食料品 472 662 723 365 358 259 56 203 35 7 28 117 44 73

20 41.6% 58.4% 63.8% 77.3% 54.1% 22.8% 11.9% 30.7% 3.1% 1.5% 4.2% 10.3% 9.3% 11.0%

繊維工業 45 305 230 29 201 54 3 51 0 0 0 66 13 53

12 12.9% 87.1% 65.7% 64.4% 65.9% 15.4% 6.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 18.9% 28.9% 17.4%

木材・木製品 176 34 179 152 27 15 8 7 0 0 0 16 16 0

13 83.8% 16.2% 85.2% 86.4% 79.4% 7.1% 4.5% 20.6% 0.0% 0.0% 0.0% 7.6% 9.1% 0.0%

印刷・同関連 230 126 322 215 107 22 4 18 0 0 0 12 11 1

13 64.6% 35.4% 90.4% 93.5% 84.9% 6.2% 1.7% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 4.8% 0.8%

窯業・土石 213 57 230 189 41 23 8 15 3 2 1 14 14 0

16 78.9% 21.1% 85.2% 88.7% 71.9% 8.5% 3.8% 26.3% 1.1% 0.9% 1.8% 5.2% 6.6% 0.0%

化学工業 99 40 121 87 34 7 3 4 7 5 2 4 4 0

6 71.2% 28.8% 87.1% 87.9% 85.0% 5.0% 3.0% 10.0% 5.0% 5.1% 5.0% 2.9% 4.0% 0.0%

金属・同製品 901 281 1,016 836 180 87 24 63 46 12 34 33 29 4

31 76.2% 23.8% 86.0% 92.8% 64.1% 7.4% 2.7% 22.4% 3.9% 1.3% 12.1% 2.8% 3.2% 1.4%

機械器具 796 677 1,059 692 367 125 15 110 32 17 15 257 72 185

19 54.0% 46.0% 71.9% 86.9% 54.2% 8.5% 1.9% 16.2% 2.2% 2.1% 2.2% 17.4% 9.0% 27.3%

その他 370 340 534 331 203 94 4 90 31 17 14 51 18 33

24 52.1% 47.9% 75.2% 89.5% 59.7% 13.2% 1.1% 26.5% 4.4% 4.6% 7.8% 7.2% 4.9% 9.7%

3,815 2,053 4,075 3,105 970 1,139 307 832 45 19 26 609 384 225

65.0% 35.0% 69.4% 81.4% 47.2% 19.4% 8.0% 40.5% 0.8% 0.5% 1.3% 10.4% 10.1% 11.0%

情報通信業 226 69 279 217 62 4 0 4 0 0 0 12 9 3

9 76.6% 23.4% 94.6% 96.0% 89.9% 1.4% 0.0% 5.8% 0.0% 0.0% 0.0% 4.1% 4.0% 4.3%

運輸業 572 91 562 497 65 49 27 22 10 7 3 42 41 1

15 86.3% 13.7% 84.8% 86.9% 71.4% 7.4% 4.7% 24.2% 1.5% 1.2% 3.3% 6.3% 7.2% 1.1%

建設業 870 185 931 783 148 42 16 26 0 0 0 82 71 11

43 82.5% 17.5% 88.2% 90.0% 80.0% 4.0% 1.8% 14.1% 0.0% 0.0% 0.0% 7.8% 8.2% 5.9%

卸売業 1,048 461 1,131 844 287 213 64 149 6 2 4 159 138 21

34 69.4% 30.6% 75.0% 80.5% 62.3% 14.1% 6.1% 32.3% 0.4% 0.2% 0.9% 10.5% 13.2% 4.6%

小売業 570 611 608 412 196 379 88 291 1 1 0 193 69 124

34 48.3% 51.7% 51.5% 72.3% 32.1% 32.1% 15.4% 47.6% 0.1% 0.2% 0.0% 16.3% 12.1% 20.3%

サービス業 529 636 564 352 212 452 112 340 28 9 19 121 56 65

35 45.4% 54.6% 48.4% 66.5% 33.3% 38.8% 21.2% 53.5% 2.4% 1.7% 3.0% 10.4% 10.6% 10.2%

※上段：実数（人）、下段：比率

※雇用形態別の合計の比率は、従業員総数に占める雇用形態別の比率

※雇用形態別の男性女性の比率は、従業員総数の男女別に占める比率

区　　分

170

非製造業

全体

製造業

324

154

回答事業所数

雇用形態別
従業員総数

11,692

5,824

正社員 パートタイマー 派　遣 嘱託・契約社員、その他

1,165

1,509

1,181

5,868

295

663

1,055

710

210

356

270

139

1,134

350

1,182

1,473

-5-



■令和２年度回答事業所数及び常用労働者数

１００～ １社当り労

　　３００人 合計 男性 女性 働者数（人)

324 105 109 85 25 6,790 4,146

100% 32.4% 33.6% 26.2% 7.7% 62.1% 37.9%

154 44 49 49 12 3,177 2,358

100% 28.6% 31.8% 31.8% 7.8% 57.4% 42.6%

食料品 20 4 6 7 3 459 612

6.2% 100% 20.0% 30.0% 35.0% 15.0% 42.9% 57.1%

繊維工業 12 5 4 2 1 44 293

3.7% 100% 41.7% 33.3% 16.7% 8.3% 13.1% 86.9%

木材・木製品 13 5 7 1 0 173 34

4.0% 100% 38.5% 53.8% 7.7% 0.0% 83.6% 16.4%

印刷・同関連 13 6 1 6 0 227 120

4.0% 100% 46.2% 7.7% 46.2% 0.0% 65.4% 34.6%

窯業・土石 16 5 8 3 0 207 56

4.9% 100% 31.3% 50.0% 18.8% 0.0% 78.7% 21.3%

化学工業 6 1 3 2 0 90 40

1.9% 100% 16.7% 50.0% 33.3% 0.0% 69.2% 30.8%

金属・同製品 31 9 9 11 2 870 250

9.6% 100% 29.0% 29.0% 35.5% 6.5% 77.7% 22.3%

機械器具 19 1 5 7 6 755 637

5.9% 100% 5.3% 26.3% 36.8% 31.6% 54.2% 45.8%

その他 24 8 6 10 0 352 316

7.4% 100% 33.3% 25.0% 41.7% 0.0% 52.7% 47.3%

170 61 60 36 13 3,613 1,788

100% 35.9% 35.3% 21.2% 7.6% 66.9% 33.1%

情報通信業 9 3 3 2 1 222 66

2.8% 100% 33.3% 33.3% 22.2% 11.1% 77.1% 22.9%

運輸業 15 1 7 5 2 558 88

4.6% 100% 6.7% 46.7% 33.3% 13.3% 86.4% 13.6%

建設業 43 15 19 8 1 844 182

13.3% 100% 34.9% 44.2% 18.6% 2.3% 82.3% 17.7%

卸売業 34 9 10 12 3 1,017 432

10.5% 100% 26.5% 29.4% 35.3% 8.8% 70.2% 29.8%

小売業 34 14 14 3 3 502 483

10.5% 100% 41.2% 41.2% 8.8% 8.8% 51.0% 49.0%

サービス業 35 19 7 6 3 470 537

10.8% 100% 54.3% 20.0% 17.1% 8.6% 46.7% 53.3%

常用労働者数（人）

10,936

5,535

1,071

337

21.67

16.44

207

347

263

130

35.94

33.75

1,392 73.26

26.69

15.92

28.08

53.55

1,120 36.13

23.86

668 27.83

5,401 31.77

288 32.00

３０～９９人

1,007 28.77

1,449 42.62

985 28.97

646 43.07

1,026

52.5%

非製造業

１～９人 １０～２９人件数区　　分

全体

製造業

100%

47.5%

-6-
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■調査結果 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染拡大による影響に関する事項【新規項目】 

１． 新型コロナウイルス感染拡大による経営への影響（複数回答） 

～「売上高の減少」が７割強、全国平均より３．１ポイント高い～ 

新型コロナウイルス感染拡大による経営への影響は、「売上高の減少」７３．０％が最

も高く、次いで「取引先・顧客からの受注減少」５７．７％、「営業活動等の縮小」３２．

３％の順であった。全国平均と比べると、「売上高の減少」は３．１ポイント（全国平均

６９．９％）高い（図表１）。 

業種別にみると、「売上高の減少」と回答した事業所が多いのは「製造業」で「印刷・

同関連製造業」１００．０％、「食料品製造業」８５．０％、「非製造業」で「サービス業」

８２．９％、「小売業」８１．８％であった。 

 

 

２． 新型コロナウイルス感染拡大による従業員等の雇用環境の変化（複数回答） 

～「特に変化はない」が５２．４％でトップ、全国平均と比べて５．６ポイント高い～ 

新型コロナウイルス感染拡大による従業員等の雇用環境の変化は、「特に変化はない」

が最も高く５２．４％、次いで「労働日数を減らした従業員がいる」２１．７％、「子の

学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」１８．８％の順であった。「採

用予定者の内定を取り消した」を回答した事業所はなかった。 

全国平均と比べると、「特に変化はない」は５．６ポイント高く（全国平均４６．８％）、

業種別にみると、「製造業」４５．２％、「非製造業」５８．９％と「非製造業」で高い（図

表２）。 

1.8

3.6

7.1

13.1

26.8

22.0

15.5

30.4

51.2

69.6

1.3

2.6

15.9

13.2

9.9

21.9

33.8

34.4

64.9

76.8

1.6

3.1

11.3

13.2

18.8

21.9

24.1

32.3

57.7

73.0

2.0

3.9

10.9

13.0

16.6

19.2

25.1

37.4

57.4

69.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

受注や売上高が増加した

労働力の不足

労働力の過剰

特に影響はない

資材・部品・商品等の調達・仕入難

運転資金等の資金繰り難

休業の実施

営業活動等の縮小

取引先・顧客からの受注減少

売上高の減少

図表１ 新型コロナウイルス感染拡大による経営への影響 n=319

全国

鳥取県

製造業

非製造業
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３． 新型コロナウイルス感染拡大への対策として実施した従業員の労働環境の整備（複数

回答） 

～「特に整備していない」が５５．２％でトップ、全国平均と比べて「時差出勤の導入」、 

「時短勤務の導入」が低い～ 

新型コロナウイルス感染拡大への対策として実施した従業員の労働環境の整備は、「特

に整備していない」が最も高く５５．２％、次いで「その他」１６．２％、「テレワーク

の導入」１３．０％の順であった。 

全国平均と比べると、「特に整備していない」は２．１ポイント（全国平均５３．１％）

高く、「時差出勤の導入」７．１％は６．２ポイント（同１３．３％）、「時短勤務の導入」

１２．７％は５．４ポイント（同１８．１％）低い（図表３）。 

 

 

 

0.0

1.2

1.8

3.1

2.5

2.5

10.4

16.6

18.4

58.9

0.0

0.7

1.4

0.7

2.7

7.5

15.8

21.2

25.3

45.2

0.0

1.0

1.6

1.9

2.6

4.9

12.9

18.8

21.7

52.4

0.1

1.1

3.3

0.8

2.5

8.5

13.0

22.9

25.5

46.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

採用予定者の内定を取り消した

事業休止・縮小により解雇又は雇用止めした従業員がいる

従業員を採用した

採用した従業員の入社日を遅らせた

賃金（賞与）を引き上げた

賃金（賞与）を削減した

休職・教育訓練をしてもらった従業員がいる

子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる

労働日数を減らした従業員がいる

特に変化はない

図表２ 新型コロナウイルス感染拡大による従業員等の雇用環境の変化 n=309

全国

鳥取県

製造業

非製造業

6.8

4.3

6.8

14.8

15.4

16.0

51.2

2.1

7.5

7.5

10.3

10.3

16.4

59.6

4.5

5.8

7.1

12.7

13.0

16.2

55.2

3.9

5.7

13.3

18.1

13.6

12.0

53.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

就業規則の見直し

臨時手当等の支給

時差出勤の導入

時短勤務の導入

テレワークの導入

その他

特に整備していない

図表３ 新型コロナウイルス感染拡大への対策として実施した従業員の労働環境の整備

n=308

全国
鳥取県
製造業
非製造業
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４． 新型コロナウイルス感染拡大への対策として従業員の雇用維持等のために活用（申請）

した助成金（複数回答） 

～約３割が「雇用調整助成金」、「持続化給付金」を活用～ 

新型コロナウイルス感染拡大への対策として従業員の雇用維持等のために活用（申請）

した助成金は、「活用していない」が最も高く４６．３％、次いで「雇用調整助成金」３

０．９％、「持続化給付金」３０．５％の順であった。 

業種別にみると、「雇用調整助成金」は「製造業」４０．０％、「非製造業」２２．４％

と「製造業」で高く、「持続化給付金」は「製造業」３０．７％、「非製造業」３０．４％

とほぼ同率であった（図表４）。 

 

 

Ⅱ 経営に関する事項 

１．経営状況 

～「悪い」６３．６％、業種・規模を問わず大幅に悪化～ 

経営状況は「良い」６．６％、「変わらない」２９．８％、「悪い」６３．６％であった。 

前年調査と比べると、「良い」は１１．３ポイント（前年調査１７．９％）、「変わら

ない」は１９．６ポイント（同４９．４％）減少、「悪い」は３０．９ポイント（同３

２．７％）増加した（図表５）。全国平均と比べると、「良い」（全国平均６．５％）は

０．１ポイント、「悪い」（同６１．５％）は２．１ポイント高い。 

「良い」と回答した割合から「悪い」と回答した割合を差し引いた景気動向指数ＤＩ値

は、－５７．０ポイント（同－１４．８）と前年調査に比べ大幅に悪化した。業種別にみ

ると、「製造業」は－５９．３ポイント（同－１８．２）、「非製造業」は－５５．０ポイ

ント（同－１２．１）となった。規模別にみると、「１～９人」－６１．６ポイント（同

－１８．６）、「１０～２９人」－４５．３ポイント（同－１４．５）、「３０～９９人」－

６５．４ポイント（同－１５．９）、「１００～３００人」－６０．０ポイント（同＋１１．

１）と、業種・規模を問わず大幅に悪化した。 

1.2

1.9

5.6

30.4

22.4

50.3

0.7

1.3

9.3

30.7

40.0

42.0

1.0

1.6

7.4

30.5

30.9

46.3

1.5

2.2

9.2

30.7

29.1

46.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

働き方改革支援助成金

ものづくり助成金

小学校休業等対応助成金

持続化給付金

雇用調整助成金

活用していない

図表４ 新型コロナウイルス感染拡大により従業員の雇用維持等のために活用（申請）した

助成金 n=311

全国
鳥取県
製造業
非製造業
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２．主要事業の今後の方針 

 ～「強化拡大」は２８．２％、前年調査に比べ４．３ポイント減少～ 

主要事業の今後の方針は、「現状維持」が最も高く６３．３％、次いで「強化拡大」２

８．２％、「縮小・廃止」６．９％の順であった。 

前年調査と比べると、「現状維持」（前年調査６０．５％）は２．８ポイント増加、「強

化拡大」（同３２．５％）は４．３ポイント減少、「縮小・廃止」（同６．７％）は０．２

ポイント増加した。 

業種別に「縮小・廃止」をみると、「製造業」は１１．５％、「非製造業」は３．０％と、

「製造業」で高い。 

規模別に「強化拡大」をみると、「１～９人」は１７．５％、「１００～３００人」は５

２．０％と、比較的小規模の事業者で低い（図表６）。 

 
 

３．経営上の障害（複数回答） 

  ～「販売不振・受注の減少」５７．２％がトップ、前年調査に比べ大幅に増加～ 

経営上の障害は、「販売不振・受注の減少」が５７．２％で最も高く、次いで「人材不

足（質の不足）」３９．９％、「同業他社との競争激化」２７．２％の順であった。 

前年調査と比べると、「販売不振・受注の減少」（前年調査３７．０％）が２０．２ポイ

ントと大幅に増加した一方、「労働力不足（量の不足)」（同３６．１％）が１６．６ポイ

ント、「原材料・仕入品の高騰」（同３０．２％）が１５．８ポイント、「人材不足（質の

不足）」（同５０．６％）が１０．７ポイントと大幅に減少した（図表７）。 

16.5 

21.2 

16.3 

17.9 

6.6 

54.2 

51.9 

54.0 

49.4 

29.8 

29.3 

26.9 

29.7 

32.7 

63.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

図表５ 経営状況の推移（年度別） n=319 良い 変わらない 悪い

52.0 

31.3 

30.5 

17.5 

29.2 

27.0 

28.2 

36.0 

61.4 

63.8 

70.9 

66.7 

59.5 

63.3 

8.0 

7.2 

3.9 
9.7 

3.0 
11.5 

6.9 

4.0 

0.0 

1.9 

1.9 

1.2 

2.0 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

非製造業

製造業

全業種

図表６ 主要事業の今後の方針 n=316
強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他
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４． 経営上の強み（複数回答） 

～「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」、「非製造業」は「顧客への納品・サービス

の速さ」がトップ～ 

 経営上の強みは、「顧客への納品・サービスの速さ」が２８．５％で最も高く、次いで

「製品の品質・精度の高さ」２６．８％、「製品・サービスの独自性」、「技術力・製品開

発力」が同率で２１．１％の順であった。 

業種別にみると、「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」が４７．８％で最も高く、

次いで「生産技術・生産管理能力」３５．５％、「顧客への納品・サービスの速さ」２９．

７％の順であった。「非製造業」は「顧客への納品・サービスの速さ」が２７．５％で最

も高く、次いで「商品・サービスの質の高さ」、「製品・サービスの独自性」が同率で２３．

１％の順であった（図表８）。 

経営状況が「良い」と回答した事業所の経営上の強みは、「技術力・製品開発力」が３

３．３％で最も高く、次いで「優秀な仕入先・外注先」２７．８％、「営業力・マーケテ

ィング力」、「製品の品質・精度の高さ」、「財務体質の強さ・資金調達力」が同率で２２．

２％の順であった。 
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Ⅲ 労働時間に関する事項 

１．週所定労働時間 

  ～４０時間以下が９４．１％、全国平均９１．６％を２．５ポイント上回る～ 

従業員１人当たりの週所定労働時間は、「４０時間」４４．１％が最も高く、「３８時間

超４０時間未満」３５．３％、「３８時間以下」１４．７％の順であった。４０時間以下

は全体の９４．１％で、全国平均９１．６％よりも２．５ポイント高い。 

４０時間以下を業種別にみると、前年調査と比べて「製造業」は９７．４％（前年調査

９７．３％）と０．１ポイント増加し、「非製造業」は９１．１％（同９２．１％）と１．

０ポイント減少した（図表９）。 

図表９ 週所定労働時間（規模・業種別） n=320 

労働時間 
規模・業種 

３８時間以下 
３８時間超 
４０時間未満 

４０時間 

全 国 
15.0% 27.2% 49.4% 

91.6%（90.1%） 

鳥取県 
14.7% 35.3% 44.1% 

94.1%（94.5%） 

規
模
別 

１～９人 
14.7% 29.4% 48.0% 

92.1% 

１０～２９人 
14.8% 34.3% 43.5% 

92.6% 

３０～９９人 
16.5% 45.9% 34.1% 

96.5% 

１００～３００人 
8.0% 28.0% 64.0% 

100.0% 

業
種
別 

製造業 
13.9% 46.4% 37.1% 

97.4%（97.3%） 

非製造業 
15.4% 25.4% 50.3% 

91.1%（92.1%） 

（  ）は前年調査の数値 
（参考）現在、労働基準法で４０時間超４４時間以下が認められているのは、１０人未満の商業・サービス
業等の特例事業所のみとなっている。 
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２．月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

  ～「残業あり」７０．２％、前年調査比５．９ポイント減少、 

   １人当たり月平均残業９．０８時間、業種別で「運輸業」がトップ～ 

令和元年の従業員１人あたりの月平均残業時間は、「残業あり」７０．２％、「残業な

し」２９．９％で、「残業あり」は前年調査より５．９ポイント減少した。 

「残業あり」を月平均残業時間別でみると、「１０時間未満」が３１．２％と最も高く、

次いで「１０～２０時間未満」２３．１％、「２０～３０時間未満」１０．４％の順であ

った。 

前年調査と比べると、「３０～５０時間未満」（前年調査８．３％）が４．１ポイント、

「２０～３０時間未満」（同１２．１％）が１．７ポイント減少した（図表１０）。 

図表１０ 月平均残業時間 n=308 

残業なし 1～10h 未満 10～20h未満 20～30h未満 30～50h 未満 50h 以上 

29.9% 
(23.9%) 

31.2% 
(30.6%) 

23.1% 
(22.9%) 

10.4% 
(12.1%) 

4.2% 
(8.3%) 

1.3% 
(2.2%) 

70.2% (76.1%) 

（  ）は前年調査の数値 

 

従業員１人当たりの月平均残業時間は９．０８時間で、その推移をみると、前年調査と

比べて「全業種」は２．０２時間、「製造業」は２．１３時間、「非製造業」は１．９０時

間といずれも大幅に減少した（図表１１）。 

 

 

業種別にみると、月平均残業時間が多かったのは「運輸業」３９．８５時間、次いで

「金属、同製品製造業」１２．５５時間、「繊維工業」１２．４２時間の順であった。一

方、月平均残業時間が少なかったのは「木材・木製品製造業」１．５５時間、「窯業・土

石製造業」５．２０時間、「小売業」５．７５時間の順であった。 

     前年調査と比べると、３業種で増加し、「運輸業」１．６２時間増、「サービス業」０．

２８時間増、「食料品製造業」０．２７時間増となった（図表１２）。 

図表１２ 月平均残業時間（業種別） n=308 （単位：時間） 

製造業 食料品 繊維工業 
木材・ 
木製品 

印刷・ 
同関連 

窯業・ 
土石 

化学工業 
金属・ 
同製品 

機械器具 

8.84 
(10.97) 

8.15 
(7.88) 

12.42 
(14.06) 

1.55 
(2.44) 

10.23 
(11.36) 

5.20 
(6.36) 

6.60 
(7.00) 

12.55 
(19.00) 

11.72 
(13.19) 

非製造業 
情報 
通信業 

運輸業 建設業 卸売業 小売業 
サービス
業 

9.30 
(11.20) 

 10.00 
(11.58) 

39.85 
(38.23) 

6.95 
(10.34) 

6.39 
(6.50) 

5.75 
(11.67) 

6.49 
(6.21) 

（  ）は前年調査の数値 
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図表１１ 月平均残業時間の推移 n=308 全業種 製造業 非製造業
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３．従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率 

～平均付与日数１５．８２日、平均取得日数８．４５日、平均取得率５５．９８％～ 

令和元年の従業員１人当たりの年次有給休暇の付与日数は、「１５～２０日未満」が５

８．３％と最も高く、次いで「１０～１５日未満」１７．９％、「２０～２５日未満」１

７．６％の順であった。平均付与日数は１５．８２日で全国平均の１５．５３日より０．

２９日多い。業種別にみると、「製造業」１６．２７日、「非製造業」１５．４０日で、

「印刷・同関連製造業」１８．５５日が最も多く、次いで「窯業・土石製造業」１７．８

０日、「情報通信業」１７．５６日の順であった。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の取得日数は、「５～１０日未満」が５０．０％と最

も高く、次いで「１０～１５日未満」３４．８％、「５日未満」９．７％の順であった。

平均取得日数は８．４５日で、前年調査より０．９４日多く（前年調査７．５１日）、全

国平均より０．０８日少ない（全国平均８．５３日）。 

業種別にみると、「製造業」９．２８日、「非製造業」７．６８日で、「印刷・同関連製

造業」１１．１８日、「化学工業」１０．００日が多く、「木材・木製品製造業」７．０８

日、「小売業」７．１９日が少ない。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得率は５５．９８％で、全国平均の５８．

０５％より２．０７ポイント低い（図表１３）。 

 

Ⅳ 雇用に関する事項 

１．従業員の雇用形態 

～正社員割合７２．６％、前年調査と比べて１．３ポイント減少～ 

回答事業所の従業員（従業員数１１，６９２人）の雇用形態は、「正社員」７２．６％、

「パートタイマー」１５．６％、「嘱託・契約社員、その他」１０．１％、「派遣」１．７％

であり、前年調査と比べて「正社員」は１．３ポイント（前年調査７３．９％）減少した。 

男女別にみると、「男性」は「正社員」８４．３％、「嘱託・契約社員、その他」８．５％、

「パートタイマー」６．１％、「派遣」１．１％で、全国平均と比べると、「正社員」（全

国平均８４．４％）は０．１ポイント低い。「女性」は「正社員」５４．４％、「パートタ

イマー」３０．４％、「嘱託・契約社員、その他」１２．５％、「派遣」２．６％で、全国

平均と比べると、「正社員」（同５５．４％）は１．０ポイント低く、「嘱託・契約社員、

その他」（同８．２％）は４．３ポイント高い（図表１４）。 

図表１３ 年次有給休暇の平均付与日数・取得日数・取得率 

 付与日数 取得日数 取得率 

全国 n=17,754 15.53 8.53 58.05% 
鳥取県 n=290 15.79 8.45 55.98% 
製造業 n=139 16.27 9.28 58.44% 
非製造業 n=151 15.36 7.68 53.72% 
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２．常用労働者数 

～１事業所当たり平均常用労働者数は３３．８人、前年調査比４．４人増、女性常用労働

者比率は「５０～７０％未満」が２０．４％で最も高い～ 

回答事業所の従業員のうち、常用労働者数は１０，９３６人で、１事業所当たりの平均

常用労働者数は３３．８人と、前年調査と比べて４．４人（前年調査２９．４人）多い。

男女別にみると、「男性」６２．１％、「女性」３７．９％となった。業種別にみると、「製

造業」は「男性」５７．４％、「女性」４２．６％、「非製造業」は「男性」６６．９％、

「女性」３３．１％となった。「女性」の常用労働者の割合は「繊維工業」が最も高く８

６．９％、次いで「食料品製造業」５７．１％、「サービス業」５３．３％の順であった。 

女性常用労働者比率は、「５０～７０％未満」２０．４％が最も高く、次いで「１０～

２０％未満」１８．５％、「３０～５０％未満」１８．２％であった。規模別の平均をみ

ると、「１～９人」４６．２７％が最も高い（図表１５）。 

図表１５ 女性常用労働者比率 n=324 
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全国 7.3% 10.5% 22.1% 17.8% 17.9% 14.7% 9.7% 31.70% 

鳥取県 4.9% 8.3% 18.5% 17.3% 18.2% 20.4% 12.3% 37.34% 

１～９人 11.4% － 3.8% 17.1% 19.0% 27.6% 21.0% 46.27% 

１０～２９人 3.7% 11.0% 29.4% 19.3% 13.8% 16.5% 6.4% 30.04% 

３０～９９人 － 16.5% 23.5% 12.9% 25.9% 12.9% 8.2% 33.34% 

１００～３００人 －  4.0% 16.0% 24.0% 8.0% 32.0% 16.0% 45.31% 

製造業 5.2% 11.7% 14.9% 11.0% 20.1% 21.4% 15.6% 39.76% 

非製造業 4.7% 5.3% 21.8% 22.9% 16.5% 19.4% 9.4% 35.15% 

  

３．パートタイム労働者比率 

 ～パートタイマー「雇用あり」５５．６％、１事業所当たり平均パートタイム労働者数 

   １３．４５人～ 

パートタイム労働者を雇用している事業所は、５５．６％（「雇用なし」４４．４％）

で、前年調査に比べて３．０ポイント（前年調査５８．５％）減少した。全国平均５７．

５％より２．０ポイント低く（図表１６）、１事業所当たりの平均パートタイム労働者数

は１３．４５人であった。 
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全国（女性）

鳥取県（女性）

図表１４ 従業員の雇用形態 n=324 正社員 パート 派遣 嘱託その他
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業種別にみると、「製造業」６０．８％、（１事業所平均１３．３４人）、「非製造業」５

０．６％（同平均１３．５６人）で、「食料品製造業」８５．０％（同平均２６．１８人）、

「繊維工業」８３．４％（同平均２８．４０人）、「機械器具製造業」７３．７％（同平均

７．５５人）で高い。 

 

 

４．新規学卒者の採用 

（１）新規学卒者の採用充足率 

～新規学卒者の採用は増加、採用充足率は「高校卒」の「事務系」で低い～ 

令和２年３月卒の新規学卒者の採用者数は全

体で１３７人で、前年調査に比べて２５人増加

した。全体の内訳は、「高校卒」９７人、「専門学

校卒」５人、「短大（含高専）卒」９人、「大学卒」

２６人で、「高校卒」が全体の７０．８％を占め

ている（図表１７）。 

令和２年３月の新規採用計画に対して計画どおり採用できた充足率は、「高校卒」の

「事務系」で低く、特に「製造業」の「高校卒」「事務系」で６８．８％と最も低い（図

表１８） 

図表１８ 令和２年３月新規学卒者の充足状況 

 
高校卒 n=43 専門学校卒 n=4 短大卒(含高専) n=9 大学卒 n=17 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全 国 
74.2 
(71.5) 

83.8 
(81.4) 

88.8 
(84.7) 
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89.6 
(85.7) 
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(93.9) 

78.6 
(76.7) 

86.7 
(83.6) 
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計 92人 計 33人 計画 3 人 計画 2 人 計画 5 人 計画 4 人 計 12人 計画 17 人 

78.3 
(78.4） 

75.8 
(74.1) 

100.0 
(100.0) 

100.0 
(100.0) 

100.0 
(54.5) 

100.0 
(83.3) 

91.7 
(75.0) 

88.2 
(90.0) 
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72.1 
(73.9) 

68.8 
(61.1) 

- 
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- 
( - )  

100.0 
(50.0)  

－ 
( － ) 

80.0 
(80.0) 

100.0 
( - ) 

非 製 造 業 
95.8 
(85.7) 

82.4 
(100.0) 

100.0 
(100.0 ) 

100.0 
(100.0)  

100.0 
(55.6)  

100.0 
(83.3)  

100.0 
(71.4)  

87.5 
(90.0) 

※（ ）内の比率は前年調査の充足率 
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図表１６ パートタイム労働者比率（年度別）n=324

雇用なし 10%未満 10～20%未満 20～30%未満 30～50%未満 50～70%未満 70%以上

図表１７ 新規学卒者の採用状況 

 
３０年 
３月卒 

３１年 
３月卒 

２年 
３月卒 

高校卒 95 人 78 人 97 人 

専門学校卒 5 人 5 人 5 人 

短大（含高専）卒 6 人 11 人 9 人 

大学卒 35 人 18 人 26 人 

合 計 141 人 112 人 137 人 
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（２）新規学卒者の採用計画 

  ～採用計画が「ある」２５．０％、前年調査と比べて６．６ポイント減少～ 

令和３年３月の新規学卒者の

採用計画は、「ある」２５．０％、

「ない」５５．４％、「未定」１９．

６％であった。前年調査と比べる

と、「ある」（前年調査３１．６％）

が６．６ポイント減少し、「ない」

（同５０．２％）が５．２ポイン

ト増加した（図表１９）。 

業種別にみると、「ある」は、「製造業」２７．０％、「非製造業」２３．２％で、「情報

通信業」５５．６％、「金属、同製品製造業」４８．３％、「建設業」３８．１％で高い。  

 

令和３年３月新規学卒者の採用計画が「ある」と回答した事業所の採用予定人数（平

均）は「高校卒」２．３２人、「大学卒」１．７９人、「短大卒（含高専）」１．３３人、

「専門学校卒」１．２５人であった。前年調査と比べると、「高校卒」（前年調査２．４６

人）は０．１４人、「大学卒」（同１．８１人）は０．０２人、「短大卒（含高専）」（同１．

４５人）は０．１２人、「専門学校卒」（同１．７５人）は０．５０人といずれも減少した

（図表２０）。 

 

 

５．高年齢者の雇用【新規項目】 

（１）６０歳以上の高年齢者の雇用状況 

～「雇用している」８０．２％、全国平均より０．３ポイント低い～ 

６０歳以上の高年齢者の雇用状況は、「雇用している」が８０．２％（「雇用していな

い」１９．８％）で、全国平均８０．５％より０．３ポイント低い。 

業種別にみると、「雇用している」は「製造業」８４．８％、「非製造業」７６．０％

で、規模別にみると、「１～９人」５５．０％、「１０～２９人」８５．２％、「３０～

９９人」９７．６％、「１００～３００人」１００．０％であった（図表２１）。 
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図表２０ ３年３月の採用予定人数 n=312 高卒 専門学校卒
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図表１９ 新規学卒者の採用計画 n=312 ある ない
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（２）高年齢者雇用確保措置で講じた内容 

～「再雇用など継続雇用制度の導入」が業種別、規模別ともにトップ～ 

高年齢者雇用確保措置で講じた内容は、「再雇用など継続雇用制度の導入」６７．

９％が最も高く、次いで「定年の６５歳以上引上げ」２５．０％、「定年の定めを廃

止」７．１％であった。 

全国平均と比べると、「再雇用など継続雇用制度の導入」（全国平均６６．２％）は

１．７ポイント高く、「定年の定めを廃止」（同１０．７％）は３．６ポイント低い。 

業種別にみると、「再雇用など継続雇用制度の導入」は「製造業」７４．６％、「非製

造業」６１．５％で、規模別にみると、「１～９人」４６．９％、「１０～２９人」６

３．５％、「３０～９９人」７９．０％、「１００～３００人」８８．０％であった（図

表２２）。 

 
※高年齢者雇用確保措置 

定年年齢を 65 歳未満に定めている事業主は、その雇用する高年齢者の 65 歳までの安定した雇用を確保するため、「65

歳までの定年の引上げ」「65 歳までの継続雇用制度の導入」「定年の廃止」のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）

を実施する必要があります。（高年齢者雇用安定法第 9条） 

「継続雇用制度」とは、雇用している高年齢者を、本人が希望すれば定年後も引き続いて雇用する、「再雇用制度」な

どの制度をいいます。この制度の対象者は、以前は労使協定で定めた基準によって限定することが認められていました

が、高年齢者雇用安定法の改正により、平成 25 年度以降、希望者全員を対象とすることが必要となっています。なお、

継続雇用先は自社のみならずグループ会社とすることも認められています。 

 

（３）６０歳前と比較した高年齢者の労働条件の変化 

～「賃金」は「個人による」４４．１％がトップ、「役職」「仕事の内容」「１日の労働

時間」「週の労働日数」は「変わらない」が最も高い～ 

６０歳前と比較した高年齢者の労働条件の変化は、「賃金」は「個人による」が最も
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図表２１ ６０歳以上の高齢者の雇用状況 n=318 雇用している 雇用していない
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図表２２ 実施した高年齢者雇用確保措置 n=240

定年の定めを廃止 定年の65歳以上引上げ 再雇用など継続雇用制度の導入
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高く、「賃金」以外の項目は「変わらない」が最も高くなった。各項目をみると、「賃

金」は「個人による」４４．１％、「役職」は「変わらない」４２．６％、「仕事の内

容」は「変わらない」５９．１％、「１日の労働時間」は「変わらない」６６．７％、

「週の労働日数」は「変わらない」６３．２％が最も高い（図表２３）。 

 

 

（４）高年齢者就業確保措置新設の把握状況（複数回答） 

～「把握している」５２．１％、全国平均より２．３ポイント低い～ 

高年齢者就業確保措置新設の把握状況は、「把握している」は５２．１％、「把握して

いなかった」は４７．９％であった。「把握している」は全国平均５４．４％と比べる

と、２．３ポイント低い。 

業種別にみると、「把握している」は「製造業」５２．４％、「非製造業」５１．９％

であった。規模別にみると、従業員数２９人以下の比較的小規模な事業所で「把握して

いなかった」割合が多い（図表２４）。 
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※高年齢者就業確保措置（令和３年４月１日施行予定） 

定年年齢を 65 歳以上 70 歳未満に定めている事業主又は継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除く。）

を導入している事業主は以下の 1～5いずれかの措置を講ずるよう努める必要があります。（高年齢者雇用安定法第 10

条） 

※ただし、創業支援等措置（4、5）については過半数組合・過半数代表者の同意を得て導入。 

 1.70歳まで定年年齢を引き上げ 

 2.70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）を導入（他の事業主によるものを含む） 

 3.定年制を廃止 

 4.70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 

 5.70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

    a.事業主が自ら実施する社会貢献事業 b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業 

  

（５）高年齢者就業確保措置に講じる予定の措置 

～「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」４５．２％でトップ～ 

高年齢者就業確保措置に講じる予定の措置は、「今後他社の対応等の情報収集をしな

がら考えたい」が最も高く４５．２％、次いで「７０歳までの継続雇用制度の導入」３

２．３％、「努力義務であるので特に措置を講じる必要はない」１２．３％の順であっ

た。「７０歳までに継続的に事業主が委託・出資等する団体が行う社会貢献事業に従事

できる制度の導入」と回答した事業所はなかった。 

全国平均と比べると、「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」（全国平均

３７．０％）は８．２ポイント高い（図表２５）。 

 

 

Ⅴ 賃金に関する事項 

 １．賃金改定の実施状況 

 ～「改定（引上げ）」、「引上げ予定」５２．４％、前年調査と比べて１０．３ポイント減少～ 

   令和２年１月１日から令和２年７月１日までの賃金改定の実施状況は、「引上げた」４

３．７％と「７月以降引上げ予定」８．７％の合計は５２．４％、「引下げた」０．６％、

「７月以降引下げ予定」１．０％の合計は１．６％であった。「今年は実施しない（凍結）」

は２２．５％、「未定」は２３．５％であった。 
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   前年調査と比べると、「引上げた」、「７月以降引上げ予定」の合計は１０．３ポイント

減少（前年調査６２．７％）した。「引下げた」、「７月以降引下げ予定」の合計は０．１

ポイント（同１．５％）、「今年は実施しない（凍結）」は３．２ポイント（同１９．３％）、

「未定」は７．０ポイント（同１６．５％）いずれも増加した（図表２６）。 

 

   

２．平均昇給額と昇給率  

   ～「平均昇給額」３，４１２円、「昇給率」１．５２％、前年調査より「平均昇給額」

１，６５５円、「昇給率」０．６９ポイント減少～ 

「平均昇給額」と「昇給率」の推移は、「平均昇給額」は加重平均で３，４１２円、「昇

給率」は１．５２％となり、前年調査と比べると、「平均昇給額」は１，６５５円減少（前

年調査５，０６７円）し、「昇給率」は０．６９ポイント減少（同２．２１％）した（図

表２７）。 

 

    

全国平均と比べると、「平均昇給額」は１，２１１円（全国平均４，６２３円）、「昇給

率」は０．３１ポイント（同１．８３％）低い。 

業種別にみると、「製造業」は「平均昇給額」３，２４５円、「昇給率」１．５５％、「非

製造業」は「平均昇給額」３，６１３円、「昇給率」１．４８％であった。 

規模別にみると、「１～９人」は「平均昇給額」３，１２４円、「昇給率」１．４６％、

「１０～２９人」は「平均昇給額」３，６５６円、「昇給率」１．５８％、「３０～９９人」

は「平均昇給額」３，７７３円、「昇給率」１．６８％、「１００～３００人」は「平均昇

給額」２，９４１円、「昇給率」１．３１％であった（図表２８）。 
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図表２８ 鳥取県の平均昇給額・昇給率（加重平均） 

     対象者数（人） 
賃金（円） 

昇給額（円） 昇給率（％） 
改定前 改定後 

全 国 
262,975 
(265,948) 

253,231 
(249,781) 

257,854 
(255,641) 

4,623 
(5,860) 

1.83 
(2.35) 

鳥取県 
4,615 
(4,166) 

225,021 
（228,833) 

228,433 
(233,950) 

3,412 
(5,067) 

1.52 
(2.21) 

規
模
別 

１～９人 
152 

(121) 
213,335 
(222,783) 

216,459 
(227,196) 

3,124 
(4,413) 

1.46 
(1.98) 

１０～２９人 
649 

(759) 
231,922 
(223,805) 

235,578 
(229,685) 

3,656 
(5,880) 

1.58 
(2.63) 

３０～９９人 
2,023 
(2,216) 

224,762 
(228,218) 

228,535 
(233,512) 

3,773 
(5,294) 

1.68 
(2.32) 

１００～３００人 
1,791 
(1,070) 

223,804 
(234,550) 

226,745 
(238,644) 

2,941    
(4,094) 

1.31 
(1.75) 

業
種
別 

製造業 
2,520 
(2,303) 

209,205 
(211,046) 

212,450 
(215,709) 

3,245 
(4,663) 

1.55 
(2.21) 

非製造業 
2,095 
(1,863) 

244,045 
(250,932) 

247,658 
(256,498) 

3,613 
(5,566) 

1.48 
(2.22) 

  ※全国、鳥取県、規模別、業種の（ ）内の対象者数、賃金、昇給額･率は前年調査。 
  ※加重平均は、各事業所の１人当たりの昇給額に対象者総数を乗じた総和を対象者総数の総和で除した数値。 

 

３．賃金改定の内容 

～賃金改定は「定期昇給」６５．６％、「基本給の引上げ」２７．２％で対応～ 

   賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）した事業所の改定内容は、「定期昇給」６５．

６％が最も高く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２７．２％、

「ベースアップ」１５．９％の順であった（図表２９）。 

   全国平均も「定期昇給」６２．４％、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」

３０．０％、「ベースアップ」１４．１％となっており、本県同様の傾向を示している。 

 
※「定期昇給」とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額するこ

とをいう。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含む。 

※「ベースアップ」とは、賃金表の改定により賃金水準を引き上げることをいう。 

 

４．賃金改定の決定要素  

～賃金改定の決定要素は「企業の業績」５５．０％、「労働力の確保・定着」５１．７％

が高い～ 

   賃金改定の決定要素は、「企業の業績」５５．０％が最も高く、次いで「労働力の確保・

定着」５１．７％、「世間相場」１９．９％の順であった。「賃上げムード」と回答した事

業所はなかった（図表３０）。 

3.3 

9.9 

15.9 

27.2 

65.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
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定期昇給

図表２９ 賃金改定の内容 n=151 令和２年度
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５．新規学卒者の初任給額（加重平均） 

～「高校卒」の「事務系」で、全国平均を７，８２３円下回る～ 

令和２年３月卒の新規学卒者（第２学卒者、中途採用者除く）１人当たりの平均初任給

額は、「高校卒」の「技術系」１６１，５７６円、同「事務系」１５６，２６９円、「専門

学校卒」の「技術系」１７４，０１６円、同「事務系」１７２，５００円、「短大卒（含

高専）」の「技術系」１７６，３０５円、同「事務系」１７５，１６５円、「大学卒」の「技

術系」１９６，９９５円、同「事務系」１９４，９０３円であった。「高校卒」の「事務

系」は全国平均よりも７，８２３円少ない（図表３１）。 

図表３１ 新規学卒者の初任給額（学卒別・職種別、加重平均） 

学卒別  対象者数 技術系 対象者数 事務系 

高校卒 

全国 3,487 人 167,016円 783 人 164,092 円 

鳥取県 72人 161,576 円 25 人 156,269 円 

製造業 49人 157,868 円 11 人 151,532 円 

非製造業 23人 169,474 円 14 人 159,991 円 

専門学校卒 

全国 743 人 180,820 円 157 人 173,885 円 

鳥取県 3人 174,016 円 2人 172,500 円 

製造業 - - － － 

非製造業 3人 174,016 円 2人 172,500 円 

短大卒（含高専） 

全国 259 人 181,086 円 121 人 176,579 円 

鳥取県 5人 176,305 円 4人 175,165 円 

製造業 2人 177,500 円 － － 

非製造業 3人 175,508 円 4人 175,165 円 

大学卒 

全国 1,447 人 203,406 円 1,164 人 198,430 円 

鳥取県 11人 196,995 円 15 人 194,903 円 

製造業 4人 183,500 円 1人 196,000 円 

非製造業 7人 204,706 円 14 人 194,825 円 
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図表３０ 賃金改定の決定要素 n=151 令和２年度


